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シェアリングエコノミーとは 



シェアリングエコノミーとは 



○個人が保有する資産を活用するCtoC型  

○企業や行政が有する資産や公共資産をシェアするBtoB型 BtoC /GtoC型  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シェアリングエコノミーとは 



新たなシェアリングモデルとしての組合型

○市民によるガバナンスモデルー組合型シェアリングエコノミー「Platform-Coop」  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大手外食産業に30年間勤務し、包丁の研ぎ方
などを従業員に指導していた豊住さん。定年後
に偶然出会った学びのシェア「ストアカ」をきっか
けに、4年間で受講者数は延べ1000人。今では
数ヵ月先まで予約が埋まる“包丁研ぎの人気先
生”に。「ストアカ」で定年後の“生きがい”を見つ
けたという

会社員をしながら副業でカーシェアの Anycaのホ
ストを開始した赤瀬さん。若者から外国人まで
100人以上に貸し出す。貸した後も、利用者と
様々なつながりが生まれる。  

一度は閉店を検討していた老舗の鰻屋しお富さ
ん。旅の体験型サービスTabicaを通じて「うなぎ
を焼く体験」を販売したところ、年間300人が訪れ
る大人気体験に。  

閉めかけた鰻屋さんが体験のシェアTabicaで年間
300人が訪れる人気ホストに

シェアリングエコノミーとは 

○誰もが自分の保有している知識・経験・時間・空間・モノで提供者になることができる  

○新しい働き方、生きがい、つながりを創出  

 



シェアリングエコノミーとは 

○経済効果だけでなく、幸福・社会とのつながり創出に寄与  

◯コロナ渦のシェアエコ利用が「孤立を感じない」「助けを求める相手がいる」と感じるきっかけに  



シェアリングエコノミーとは 

○SDGsの過半数以上の項目に該当、サステイナブルな地域づくり・ビジネスのモデルとして貢献  

◯「11住み続けられるまちづくり」では移動手段の削減、都市・農村間の交流拡大に貢献  



 シェアリングシティ 
 

◯自治体が地域の課題をシェアを活用し行政課題を解決する取り組み「シェアリングシティ」  

○３年連続政府成長戦略に記載、シェア・ニッポン100を推進。2020年127の自治体事例の創出  



 シェアリングシティ 
 

◯「公助」から「共助」へ。様々な公共サービスを補完する  

○ 共助の仕組みをテクノロジーを活用して再構築することで持続可能な地域経営を目指すことができる  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シェアリングシティ推進協議会の設立

■設立趣意

● 共助の仕組みによる持続可能性あるまちづくり

● 既存資源の有効活用により地球環境に対する負荷を低減  SDGs への貢献

● 個人と個人がつながることにより地域コミュニティを再生・活性化

● 住まいや働き方の自由度が高まることにより関係人口が増加

● 公共施設の有効活用やシェアサービスによる公共サービスの代替に

　より財政負担を軽減

● 災害発生時に必要な宿泊場所の確保、円滑な移動の実現、

復興資金の確保などの問題を解消し、社会のレジリエンスを高める

■活動内容

● 自治体課題に応じた各種ワーキンググループの開催

● 自治体とのオンライン意見交換会

● 自治体とシェア事業者のマッチングイベント

https://sharing-economy.jp/ja/city/council 

◯さらに進化・深化した課題解決の官民連携スキームの構築に向けて協議会を設立  

○関係人口も注力テーマとしてワーキンググループを設置  



災害支援としてのシェアエコの活用

◯避難・宿泊・休憩スペース、バッテリー、医療・家屋修繕等の専門スキル、フードトラックなど、防災・復興の現場で不足して

いる様々なリソースを補うため、シェアエコの活用が必要とされている。

◯協会は、会員企業、 法人全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（ ）と連携し、災害支援に携わる関係者

との平時からの関係構築や、さらなるシェアエコ活用に向けた仕組みづくりに取り組んでいる。

○今後、自治体との災害連携モデル協定を策定し、全国の都道府県・市町村との連携拡大につなげていく。

出所：2020年10月7日付産経新聞 出所：2020年3月7日付日本経済新聞
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2020年2月開始

敷金・礼金ゼロ、更新料ゼロ、退去費用ゼロ。
帰らない日分の家賃が下がる仕組み。
（外泊時の自宅をシェア）

提供者側は、長期滞在者と短期滞在を組み合わせた
営業が可能になる。

2020年7月開始

企業や自治体などの有志団体によって自社オフィスや
全国各地に拠点を整備・シェアし合う、プラットフォーム
「LivingAnywhere WORK」すでに４０超の団体が参
画。

 2020年に生まれたシェアリングの新たなモデル 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年 月リリース
タイミートラベルとは、旅気分で働きながら現地の人とふ
れあい 第二の故郷をみつける ことができるワークシェ
アリングサービスです。
働き方が多様化する中で、株式会社タイミーでは働きな
がら旅気分を味わえるエンタメ要素のあるワークスタイ
ルを提案します。農泊やレジャー施設、飲食、ホテル施
設をはじめとした地域における様々な人口減少に歯止
めをかけ、関係人口創出につなげていくことを目的に、
新規事業として「タイミートラベル」の提供を開始いたしま
した。

年リリース
農業人材のシェアリングによって繁忙期の人手不足問題
を解決。シェアグリは、農業体験をしたい人と農家をマッチ
ングし、人手不足を解決する、農業人材シェアリングサー
ビスです。農家が出す求人は、繁忙期の作業者を募集す
る「超短期求人」という日本初の新しい仕組みです。シェア
グリ利用者は提携先農家で仕事をすることによって農作
業を楽しみながらお給料を貰うことができます。シェアグリ
を通じて農家との継続した関係性を築くことで、農業関係
人口の創出、消費・地域活動を通した地域活性化にもつな
がります。

株式会社タイミー 株式会社シェアグリ

 関係人口創出に親和性の高いシェアリングモデル 
 



 2020年コロナ渦での新たな活用の広がり

◯オンライン体験 : 個人が地域案内や地域のコンテンツを提供する体験をオンライン提供  

◯グローバルプラットフォームを活かし、世界中からお客さんがあつまる・知ってもらうきっかけに  

　他にもオンラインスナック、フィットネス、など様々なオンライン体験が広がる  

 

 



コロナウィルス感染拡大における市場への影響 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地域

・コスト

 シェアリングと関係人口の親和性 
 

　　　　　　　　　　訪問者 
◯移動や滞在にかかるコスト・負担の低減  
・多拠点居住はしたいが家や車を新たに  
「所有」したい若者はいない。コスト意外にも柔軟  
  性と気軽さが価値。  
 
◯ローカルな「市民」とつながれる  
・組織や団体を挟まずに、直接個人と個人の  
　つながりを無数に産むことができる  
 
○地域での仕事・副業の創出  
・本業は会社の仕事をしながら、古民家を民泊にする、
畑をシェアする、などの提供者側にすぐになることがで
きる。 
★訪問者が、関係案内人になりやすいのではないか  
 
 

　　　　　　　　　　地域 
◯「つながり創出」の持続可能な運営モデル  
・自治体等がゼロからサイトなどを立ち上げ不要  
・持続可能な形で運用することができる  
・集客もプラットフォームに依存  
 
◯副業としての関係案内人・受け入れ口を増やす  
・専業ではできないが副業としてシェアサービス  
　ホストになる利用者が関係案内人になり得る  
 
○オンライン関係人口 ⇆ オフライン関係人口との  
　柔軟な切り替えができる  
・同じプラットフォーム上でつながりを維持したま  
　まオンライン・オフラインの切り替えが可能  
 

　　シェアリングエコノミー・プラットフォーム 
 
◯新たな「信頼の物差し」の創出  
個人のパーソナリティや経験などが可視化、レビュー評価が溜まっ
ていくことで活動する人の信頼が溜まっていく仕組み  
○安心・安全の担保  
直接取引よりも保険やトラブル防止の仕組みなどが整っている  
 



約100人のクリエイターと家族という名の自立共生組合なる組織であり共同体 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仕組み 
 
人数：102人 （開始時 38人）  
　　　 2017年5月〜  
 
属性：0〜60代（子ども 7人）ポリアモリ、 
　　   ゲイ、選択的シングルマザーなど含め 
　　　100以上の肩書を持つクリエイター集団 
 
拠点：3拠点（渋谷 x2、京都） 
         ほかに家族マップを共有する 
 
組織：協同組合を採用 
　　　組合費を構成員が家族費として任意で 
         支払い家族会議で用途を決定 
 
          
 
 
 
 

Photo by 篠山紀信

協同組合型の「拡張家族」コミュニティで生活
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約100人のクリエイターと家族という名の自立共生組合なる組織であり共同体 

「拡張家族全国拠点マップ」の共有

Cift拠点の他に、メンバー同士の多拠点
場所をGoogle Map で共有

全国の場所に”家族の家”がある状態

協同組合型の「拡張家族」コミュニティで生活
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約100人のクリエイターと家族という名の自立共生組合なる組織であり共同体 

協同組合型の「拡張家族」コミュニティで生活

渋谷 拠点 京都 拠点

・東急電鉄が渋谷の都市開発としてクリエイターのための複合ビ
ルを開業
・一般社団法人Ciftが13Fフロア（19部屋）の入居者管理・運営
を行う
・一部屋4人までの名義で借りられる賃貸モデルを新たな試みと
して採用
・19部屋、約40人のうち70%が多拠点生活者
・清掃費・調味料などコミュニティ口座から支払い
 

・1999年まで女子大学生寮だった物件をコンセプト型
　シェアハウスとしてリノベーション
・Ciftがフロアの入居者管理・運営を行う
・各部屋は複数人で借りることができる
・Ciftメンバーはどちらの拠点も滞在することができ、自分の
　部屋を持つことも可能
・コミュニティマネジャーにはコミュニティ口座から謝礼を支払い



東京と田舎の２拠点生活 

2018年12月から渋谷の中心地と大分の過疎地域の田舎との生活を開始 

２拠点生活 
 
場所：大分県 豊後大野市 大野町 矢田地区　　　　　
過疎地域、消滅可能都市の農村集落 
 
交通：大分空港から車 or 電車 で 2時間 
 
住居：空き家バンクから借りた築90年の 
         二階建て古民家と、10畳の離れ部屋、　　　　
倉庫２つ、蔵一つ、野球場サイズの畑　　　　と２つ
の空き地 / 月2万 
 
割合：大分3割 東京7割  コロナ後：逆転   
 
自給自足率：感覚値* 東京と比較して３割  
　　　（農作物、ゴミ（コンポスト）、水（湧  
　　　  水）、太陽光  

 
 
、 

家 庭
離
れ蔵

倉
庫

倉庫
空き地

畑



２拠点生活 
 
地域との関わり： 
・集落内の野菜のお裾分け / モノの貸し借り 
・台風対策などの助け合い 
　が日々行われている 
 
・Uターン起業の飲食店や旅館経営者などの 
　ビジネスのつながり（30〜40代）  
 
 
関係性構築のために行って 
いること 
・数十人規模のご飯会や 
   イベントを定期開催 
・慣行行事や文化の継承 
 
 
 

家の敷地で結婚式を実施。
・地域の結婚式文化を受け継ぐ
・地域の人のイベント化
・食事、宿泊、ケーキ、バンド、施工
　地域の飲食店、旅館、工務店と連携
・東京・福岡から 50名
　地域とのつながり・２拠点希望者  も
・地域新聞・ローカルテレビに掲載

2018年12月から渋谷の中心地と大分の過疎地域の田舎との生活を開始 

東京と田舎の２拠点生活 

大分合同新聞



行政との関わり（豊後大野市）

R2年度の市民提案型まちづくり事業として採択

移住定住施策の現状

令和2年3月末の人口は35,091人、5年間で3,221 人減少し、減少率
は8.4ﾎﾟｲﾝﾄとなった。緒方町で 12.6、朝地町で12.2、清川町で11.7
ﾎﾟｲﾝﾄ減少。、まだまだ移住件数が少ない。

新しい時代の流れをつかみ、豊後大野の人や地域との深いつながり
を築き、多様な人材 の確保、起業や移住定住につなげていくため、二
拠点居住を推進。

ターゲット
東京・大阪・福岡・大分市などの都市住民　（ 若者・会社員・経営者な
ど ）

ねらい
・豊後大野の人とつながる関係人口の増加　・地域外人材や企業との
連携　・集落の支え手の確保

事業内容
・もう一つの暮らしを田舎で一緒につくる会員制コミュニティ
・年会費を支払うと、誰でも自分の拠点としていつでも滞在できる

ねらい
都心からの2拠点居住のハブとなり、「田舎でもう一つの暮らしを持つ」ライフスタ
イルを提供。同時に若い人を受け入れることで、高齢者が多い地域に活力を戻
す。

東京と田舎の２拠点生活 


